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研究ノート
ビッグ・ビジネスと産業組織
—一般集中，市場集中，多角化の
相互関係にかんする実証ー一
安 喜 博
?
1. 一般集中の市場集中への「反映」
産業組織にかんする諸議論において，最近，とくに次の2つの問題が注目されている。
その1つは，高集中型寡占の定着，および経済停滞のなかでのその弊害の顕在化という問
題であり．多くの場合，それは管理価格問題として論じられてきた。これに対し．第2の
問題は， 多産業型企業 (multi-industriesfirm)の存在とそれが産業組織に及ぼすイ
ンパクトにかんする問題である1)。
1)企業の多角化 (diversification)という用語は，通常，垂直的に関係のある分野への
企業活動の拡大をも含めて使われている。これに対し， 「多産業型企業」という場合
には，水平的にも，垂直的にも関係のない複数分野で従事する企業を指しており，そ
の意味ではこれを，そのような種類の合併形態をいいあらわすために使われる「コン
グロマリット」という言葉で表現することもできよう。
企業のコングロマリット化のもつ産業組織論上のインプリケーションは，おもに，
次の3点にある。まず第1は，コングロマリット企業の規模の経済性を何によって説
明するかということであり， これにかんしては， J.C.ナーバーの「結節点共通性
(node commonality)」 という概念が1つの視点を与える， と思われる (J.C, 
Narver; Conglomerate Mergers and Market C01TI炒titian,1967, 江夏健一・古
海志郎訳『コングロマリット合併と市場競争』， 東洋経済新報社， 1971年。なお，同
邦訳では， nodecommonalityの訳語は中心点共通性となっている）。第21:1:, この
規模の経済性とは別に存在するコングマリット化の誘因にかんするものであり，これ
については，経営資源の有効利用といった積極的な誘因の他に， リスクの回避（ある
いは諸部門におけるリスクの中立化）や景気変動への適応力といった消極的誘因をも
考えうる。第3の点は，コングロマリット固有の独占的市場支配力の存否の問題，っ
まり，ナーバーのいう「疑集的市場力 (conglomerate market power)」の問題で
ある。これについては，注(7)参照。
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本稿の主題は，この2つの問題とビッグ・ビジネスヘの経済力集中との関連性を検討す
ることにある。いいかえれば，一般集中が市場集中，あるいは多角化にどの程度，また，
どのような形で反映しているか，という点についての検討を加えることにある。周知のよ
うに，一般集中にかんする分析は，バーリとミーンズのアメリカの非金融部門200社の資
産集中度の分析にその端を発し，以後，ガルプレイスの新産業国家論に至るまでの大企業
体制論2)の実証面での裏付けをなしてきた。しかし，この大企業体制にかんする議論は，
応々にして，市場支配の問題を先験的に大企業に不可分のものとしており，経済力集中の
効果が市場において発揮されるメカニズムについては，これを明らかにしようとしてきた
とは必ずしもいえない。
これに対し，産業組織論に立脚する諸研究は，一国の経済力の少数企業への集中を一般
的に，経済的民主々義にかかわるものとしてとりあげながらも，市場構造の構成要素とし
ては市場集中のみを抽出し，両者の関連については，基本的にこれを等閑視する方法をと
ってきたS)例えば， J.S.ベインは，「競争の性格と有効性を決定するものは一般集中……
ではない。競争の性格を決定するものは・……個別市場……の集中度である」とし，かつ，
「一般集中が……競争の減退をもたらすとすれば••…•それが個別市場における集中度をは
るかに高めることに反映されるためである」と述べた4)。ここでいう「反映」がベインに
とってもつ含意は，一般集中は市場集中に反映しなければ，市場機構には何の影響も及ぼ
さない，ということであり，その意味では，市場構造の分析にとって一般集中は重要な問
題とはなりえないという点にあると思料される。彼の『産業組織論」が一般集中を事実上
2) A. A. Berle and G. C. Means, The Modern Corporation and Private Property, 
1932 (北島忠男訳， 『近代株式会社と私有財産』文雅堂銀行研究社, 1958), および
J. K. Galbraith; T. 加 NewIndustrial State, 1967 (都留重人訳『新しい産業国
．家」河出書房新社'・19(,8)。
3)馬場正雄氏は， 次の問題提起を行なっている。「これまでの産業組織論で『構造』を
分析するとき，大部分の注意が向けられてきたのは市場集中に対してであり，一般集
中については比較的軽視されてきたように思われる。そしてまた，両者の関連につい
ても，あまり深い考察は加えられぬままに放置されてきた。しかしながら，産業組織
論で『構造』を問題とするときにとられてきたこのような2分法は，根本的にかんが
えなおしてみる必要があるのではないだろうか」（『反独占の経済学」筑摩書房，1974,
215ペー ジ）。
4) J. S. Bain, Industrial Organization, 2nd ed., 1968, p. 92, 宮沢健一監訳『産業組
織論』上，丸善株式会社， 1970,93~94ペー ジ。
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排除した理論構成をとっている5)のもそのためである。
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だが，「反映」ということのなかには，看過しえないいくつかの論点が伏在しているよ
うに思われる。それは，まず第1に，一般集中が一般的に市場集中に反映される傾向があ
るのかどうか，ということである。大企業体制論がしばしば，アプリオリに前提としてい
るかにみえるこの関係は， すでに検討ずみのものとは必しもいえない。第2に，「反映」
する傾きのある産業の種類が問題となる。ビッグ・ビジネスヘの経済力の強度の集中を前
提として成立する大規模産業での寡占状態は，一国経済に及ぼす影響力において，小規模
産業での寡占にくらべ，はるかに大きな意味をもつであろう。今日問題となっているのが
たんなる寡占ではなく，寡占体制の問題である6)とすれば，諸産業での市場集中が高い水
準の一般集中を存立基盤としていることに注意する必要があろう。
第3に，同一水準の市場集中を想定した場合に，それが一般集中の「反映」であるか否
かによって，市場成果に差異があるかどうか，ということが問題となる。寡占的市場構造
が価格・産出高に影響を及ぼすのは，寡占的相互依存性の存在によるが，この相互依存性
の作用の仕方は，製品差別化や参入障壁といった市場集中以外の構造要因によっても決定
されるし，さらには企業戦略のあり方によっても左右されよう。したがって，このような
市場集中以外の諸要因が規模の巨大性 (bigness)と深くかかわっているかぎり， 諸産業
の市場行動と市場成果の判定においては，その産業に従事する企業の規模にかんする検討
をも必要とする，といってよいであろう。
第4の点は，企業の多角化との関係である。巨大企業は，ほとんどの場合，垂直的統合
5)これは，同書のなかに一般集中にかんする記述が欠落していることを意味しない。む
しろ，同書第4章は， 35ペー ジをさき， 「アメリカ経済の企業規模と一般集中」につ
いて論じている。問題は，同章が，同書全体のなかで与えられている位置づけ．ない
しは他章との理論上の関連性という点にある。
6)寡占体制という表現は，一国の産業組織の全体としての特徴を言い表わす。寡占が個
々の産業の市場構造を特徴づけるのに対し，寡占体制は，そのような寡占的諸産業が
一国の産業組織において支配的地位を占めている状態を指す。このようにいう場合，
「支配的地位」とは，寡占産業が多数存在する（公取委「主要産業における生産集中
の動向について」ー『独禁懇資料集 ・IV』所収ーによると， 1970年の調査対象170品目
中，上位10社集中度80彩以上が112品目，上位3社集中度では40彩以上が114品目であ
る）という意味においてのみならず，そのような産業がその規模において他産業に比
して相対的に大きく，しかも，産業連関上の位置からしても基幹部門に属していると
いうことである。
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体，もしくは多産業型企業であり，単一産業型企業はむしろレア・ケースである。多角化
は，それに独自の独占的性格をもっているのみならず，多角化業種が寡占状態にある場合
には，それが寡占的相互依存関係をさらに強化する可能性がある7)ことが注目される。こ
こでは，一般集中の市場集中への反映が，いわば寡占的多角化として実現している。
以上のように，一般集中の市場集中への反映の問題は，一般集中分析の意義を減ずるも
のではなく，むしろ，両者の相互関係にかんする考察の必要性を示すものである。また，
これとの関連で，企業の多角化が一般集中の一環としてもつ意義も無視しえない。ブレア
は，集中を市場集中 (marketconcentration), 垂直集中 (verticalconcentration), 
凝集集中 (conglomerateconcentration), 総合もしくは一般集中 (aggregate or 
overall concentration) の4つのディメンジョンに分けて考察し，それらを全体として
把握することの重要性を訴えている8)が，このような視点は，今後の産業組織論的研究の
1つの方向を示唆するものと考えられる。
本稿では，一般集中が市場集中および企業の多角化との関連においてもつ意義にかんす
7)~ ~ では疑集的市場力 1~.... '-ついて一言しておこっ。これについては，コンクロマリット
企業の行う交叉的助成 (cross-subsidization)が競争相手， もしくは潜在的参入者を
排除する可能性を与えるとともに，それが寡占的相互依存性を強める役割をも果すこ
とに留意する必要がある。つまり，ライバル企業の行動に対してコングロマリット企
業は，他の製品からの収入によって補填される強硬措置を講ずることができ，そのた
め，当該産業の市場行動はより協調的な性格を帯びることになる。さらに，複数のコ
ングロマリット企業が諸産業において対峙しているケースでは1産業での攻撃的行動
が他産業での報復を招くことから，それらの諸企業が，それぞれの産業において競争
的行動を互いに控えることになる。 C. エドワーズの「共存政策 (alive-and-let-
live policy)」ないしは J.M.プレアの「相互忍耐 (mutualforbearance)」は，
このような事態を言い現わしている (J. M. Blair, Economic Concentration-
Structure, Behavi or and Public Policy, 1972, pp. 42~49)。
凝集的市場力にかんしては，この他に，コングロマリット企業間の相互取引や抱合
契約，排他的取引の可能性といった点が問題となる。しかし，多角化の産業組織論上
の含意については，本稿ではこれ以上言及することは控える。これについては， とり
あえず，上記2文献の他，越後和典「多産業型企業について」（『彦根論叢』 164・165
合併号， 1973年11月），「コングロマリットの基本的性格と問題点」（『経済評論」 1969
年5月号）， 増田寿男「コングロマリット企業の市場支配カー独占価格にかんする一
考察」（『三田学会雑誌」第62号， 1969年2月）を参照されたい。
8) J. M. Blair, op. cit., part 1. 
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る以上の評価にもとづき，この問題の一層の検討のための準備作業として，とりあえず．
一般集中，市場集中，多角化の相互関係にかんする若干の実態分析を行いたい。
2. 一般集中の概観
まずはじめに，わが国の一般集中の現状を一瞥しておこう。わが国の一般集中の最近時
のデータである公正取引委員会の1969年度末の非金融業法人会社上位100社の資本金集中
度は0>,33.0%である。この数値は， 100社が企業数では法人企業のわずか0.01%にすぎ
ないことからしても， 少数企業への経済力集中が高水準にあることを遺憾なく示してい
る。また，製造業に限定した上位100社資本金集中度を同資料により算出すると， 48.2彩
ときわめて高水準にある。もっとも，同資料では製造業の場合，全法人企業の資本金合計
が1970年3月末現在の数値で示されているのに対し，上位100社は1970年12月1日現在と
なっており，幾分過大評価となる。そこで，この両期間中の変化（資本金に変化があるの
は7社）を調整し， 1969年度末の製造業上位100社の資本金集中度を算出し直すと，それ
は47.7彩となる。いずれにしても，製造業では全法人企業の資本金の半数近くが上位100
社によって占められている。
ところで，このような一般集中の測定値は，その高い数値にもかかわらず，なおかつ，
今日の巨大企業がいずれもその傘下に多数の小会社を抱える産業コンツェルンとしての性
格をもつことを考慮すれば，必ずしも，少数巨大企業への経済力集中の実像を明らかにし
Aいるとはいえない。また，アメリカなどでは，連結決算が一般化しており，一般集中の
国際比較という点でも，わが国の一般集中の算出法には難点が生ずる。同資料には， 1970
年12月現在の上位100社の持株比率が50%以上である子会社の資本金が記載されているの
で，これを用い， 1969年度末の子会社を含む一般集中度を推計すると10), それは非金融
業で38.0%,製造業で56.5彩となる。これらの数値は，先の子会社を除く場合と比較し
て，非金融業で5.0彩，製造業で8.3彩高く，そのことからみても，これを看過した一般集
9)公正取引委員会事務局編「日本の企業集中』（大蔵省印刷局， 1971).
10)ここでは，二時点間の資本金の変化率が上位100社と子会社の両者で相異がないもの
とし（上位100社の1970年3月の資本金
上位100社の1970年12月の資本金 x子会社の 1970年12月の資本金）をもって
子会社の1969年度末の資本金を推計した。なお，上位100社企業の顔ぶれについても，
この9カ月間に若干の変化がある（非金融業，製造業とも2社）が，子会社の資本金
については， 1970年12月現在の上位100社を算出基準とした。しかし，これにともな
う誤差は全くネグリジプルであると思われる。
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中度の測定がもつ意義には限界があるといえよう。なお，連結決算にもとづくアメリカの
1967年の製造業における資産集中度は47.6%であり 11), これとくらべても， わが国の一
般集中度がきわめて高い水準にあることを知りうる。
もっとも，持株比率50彩以上という基準は，バーリ・ミーンズやラーナーの持株支配の
分析で用いられている基準でいえば，過半数所有支配に属しており，その妥当性には問題
がないわけではない。つまり，この基準では，株式分散化にともない支配可能株数が減ず
る傾向にあり，その結果，いわゆる少数所有支配が成立することを考慮に入れていない。
そのことからすれば，前出のわが国の一般集中の高い水準は，なおも過小評価をともなっ
ている，と考えられる12)。
ところで，この上位100社は，その業種別構成に大きな偏りがある。つまり，非金融業
上位100社のうち，製造業，電カ・ガス，運輸・通信，卸・小売の4業種がそれぞれ，企
業数では62社， 12社， 11社， 8社（以上合計93社），資本金では61.096, 23. 9彩， 7.1彩，
4.0彩（以上合計96.0彩）を占めている。また，製造業の内訳をみると，上記62社のうち，
輸送用機器，化学，電気機器，非鉄金属，鉄鋼の5業種が各13社， 11社， 9社， 8社， 7
社となり，合わせて48社を占めている。資本金では，製造業全体の61.0彩のうち， 53.6彩
を上記5業種が占めている。個別にみると，それは，鉄鋼18.4彩，輸送用機器1.9彩，電
気機器1.8彩，化学8.3彩，非鉄金属3.2彩であり，鉄鋼の比重が著しく高くなるが，それ
は，斯業の1社当たり資本金が上位100社のなかでも相対的に高い，という巨大企業内の
業種別規模格差を反映している。
このような業種別構成の偏りは，部分的には，大規模設備を要する業種では資本回転率
が低く，資本金規模が相対的に大きく表示されることによっても説明されよう。しかし，
それは，基本的には，規模の経済性，垂直的統合の経済性，あるいは原・燃料の多角的利
用の経済性といった技術的条件によって規定されていると考えられる。
3. 一般集中と市場集中
一般集中と市場集中の両者の関係については，従来，公取委調ぺによる一般集中度と生
11) F. T. C. 調べ。公正取引委員会編，前掲書31ペー ジ。
12)さらに，わが国では旧財閥系企業をはじめとして，巨大企業群が金融グループとして
横の連携をもっており，グループ内企業による支配可能株数の集団的保有が，一般化
している。この点も，わが国の経済力集中の1つの側面であるが．これについては．
別途考察するほかない。
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産集中度の各年次のデータをそれぞれ時系列で表示し，これを互いに比較するという手法
がとられてきた。そこで，まず，このような手法により，戦後の集中度の推移をみると，
一般集中度は， 1963年まで上昇傾向をたどった後，以後低下傾向にある。これに対し，生
産集中度は,1950年代の低下， 1960年代前半の横ばい，後半の上昇と．一般集中度と相反
する方向で推移してきた。このような両者の相反的推移は， 1960年代中頃までは，重化学
工業化の進展にともない上位企業の規模が拡大し，一般集中度が上昇したにもかかわら
ず，市場集中では，市場の急成長が企業規模拡大の効果を相殺してきたことによって説明
される。また，その後の一般集中度の低下と生産集中度の上昇は，非大規模業種の成長と
各業種内でのシェア格差の拡大を表わしている。
ところで，このような両集中の時系列でみた場合の相反関係からして，市場集中が一般
集中と特別の関係をもっているわけではない，と考えてよいであろうか。上記の分析では，
両集中の推移は，あくまでも，全業種にわたる総合的な指標によって把えられており，各
産業の両集中上の位置の分析により両者の関係を構造的に把握するという方法をとってい
るわけではない。そのため，その分析結果も，むしろ，主要には，その間の産業構造の変
化を反映するものとなった。したがって，本節では，一般集中を通常の用法どうりではな
く，これを個別産業単位に翻案したものとして把え，これをもとに，一般集中と市場集中
の相互関係についての一定時点での横断的分析を試みる。
使用したデークは， 次のとおりである。まず， 市場集中については，東洋経済新報社
の調査18)による1970年現在の上位3社生産集中度（以下 Caと略す）を用いた。このデ
ータは．公取委の調査とは異なり，各品目毎に上位10社の企業名が明示されており，次に
述べる一般集中との対応関係の分析に至便である。なお，同調査の対象品目（以下，この
「品目」をひとまず．「産業」と同義とする）は300品目であるが，このうち本稿の分析対
象となっているのは，製造業246品目である。ちなみに，この246品目のうち． 日本銀行の
卸売物価指数の品目・ウエイト一覧表 (1971年末現在）に記載されている168品目は， 物
価指数総平均を1000.0として， 404.9を占めている。
これに対し，一般集中については，公取委の前掲資料により， 1970年12月1日現在の製
造業資本金上位100社を抽出し，その上で，これらの企業が当該産業において占める生産
シェアをもって表示した。これによると，例えば，粗鋼生産では，製造業資本金上位100
社に属する企業は7社あり， それらの生産シェアは82.9%である。この数値をここでは
13)東洋経済新報社「統計月報J1972年8月号。
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C100で表示し，これをもって個別産業単位の一般集中度（産業別一般集中度） とみなす
ことにする14)。もっとも，本稿で分析対象となった産業には， 非製造業企業が従事して
いるケースがあり， その場合には，非金融業上位100社のリスト (1969年度末現在）をも
一部使用した。この基準により C100算出の対象となった企業の数は，製造業9虎t,非製
造業2社の計97社である。また，それらの企業の参入品目数は171品目である。
ところで，巨大企業の多くは，その傘下に多数の関係会社群をしたがえ，これにより，
自己の主要業種以外の諸産業に参入したり，あるいはすでに成立している自己の市場支配
力をさらに強化している。また，外資系企業はそのほとんどが，上位100社企業からもれ
ているが，これについても，本国企業のもつ資本力の大さを無視するわけにはいかない。
そこで，これらについて，：産業別一般集中度 C*100を求める15)と， C*100-C1oo~lO 
となる品目数は，先述の246品目中70品目（うち，関係会社53品目，外資系4品目，両者
とも10%以上13品目）にのぼる。なお，この場合の該当企業は，製造業96社，非製造業10
社，計106社であり，参入品目数は204品目（うち外資系6品目）となる。
また，上位100社という数値のもつ任意性を考慮し，上位200社（ただし，これについ
ては，非金融業上位200社）の産業別一般集中度 C*200をも用いた16)。この200社の抽
出については，『系列の研究』記載の資本金額によっており，その場合の該当品目数は219
品目である。
これらのデータを用い，以下，産業別一般集中度と上位3社生産集中度の間の相関々係
の有無を調べる。まず，両者間の一般的な関係を検討するために， 相関係数を算出する
と，産業別一般集中度の指標として C100, C*100, C*200のいずれをとった場合にも，
その結果は， Caとの間にきわめて強い相関々係があることを示した。すなわち，両者の
間の相関係数はそれぞれ，
14)このような分析手法は， Concentration Ratios in Manufacturing Industry, 1963, 
Pt. 2. にもとづくプレアの疑集的集中の分析 (J.M. Blair, op cit., p. 52)におい
て用いられている。
15)その際の関係会社の抽出については，『系列の研究』（社団法人経済調査協会「年報・
系列の研究J1971年版，第1部上場企業編，第2部上場企業編，非上場企業編）のほ
か， 日本経済新聞社「会社総監』，ダイヤモンド社「会社要覧』などの資料を用い，
持株比率20彩以上で2位株主との差が大である場合を判断基準とした。
16) 関係会社および外資系企業を含む。なお C*2oo~C*100 となる品目は， 23品目であ
る。
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R (Ca, C100) =O. 36881 
R (Ca, C*100) =O. 40375 
R (Ca, C*200) =O. 43423 
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であり，そのT検定の結果は，いずれも, 0.1彩水準をこえる高い有意水準を示す。この
ことは，巨大企業性の製品であればあるほど，その産業が高集中寡占の状態にある傾向が
大であることを示している。なお，この3つの相関係数の数値からして，巨大企業の関係
会社支配を考慮した場合の方がそうでない場合よりも，相関係数が大となること，また巨
大企業の範囲を上位200社にまで拡大した場合には，さらに強い相関々係を見出しうるこ
とが分る。
ところで，一般集中と市場集中のこのような一般的な相関々係は，業種および産業規模
との関連でみた場合には，どのようなものとなるか。まず，対象品目とした247品目につ
いて，主要9業種の Caおよび C*200のそれぞれの平均値を相関図として表示すると，
食品，紙，その他の3種業を除く 6業種のプロットが一応右上がりの関係にある。このこ
とは， CaとC*200の間の一般的な相関々係が，これらの業種については，業種間の関係と
して体現されていることを示す。もっとも，それらの業種についても，各業種内での Ca
と C*200の相互関係（第1表参照）については，業種により大きな差がある。まず，鉄
鋼，石油，繊維の 3業種においては， それぞれの業種に属する諸品目のほとんどすべて
が，鉄鋼では C*20゜；；BO, Bo>Ca;;;;; 印，石油では so>C*20゜；；so, so>Ca;;;;:;3o, 繊維で
は 30>C*200,30>Caの領域に含まれている。それは，それらの業種では，分析対象と
なっている諸品目を一連のものとして各巨大企業が生産していることによる。これに対
し，機械，化学，非鉄金属の分布は，程度の差はある（機械と化学は，分散度が相対的に
大きい）ものの，多かれ少かれ，当該業種の内部で右上がりの関係がみられる。これは，
それらの業種の製造工程や原料が多様であり，そのため，品目により集中状態に顕著な差
異が生じた，ということであるが，それにもかかわらず，各業種内で右上がりの関係が検
出され， しかも，各業種の平均値が互いに近接していることが注目される。
他方，食品，紙，その他については，第1図の業種別相関図においても，いずれもその
プロットが右下に偏している。これは， 第1表にみられるように， 各業種内の相関表に
おいて，各品目の分布が表の右下部分全体に分散した関係をもつ（ほぽ Ca;;;;;C*2⑩の全
域にわたる）ためである。これらの業種では小規模産業ないしは新産業が多くみられ，そ
のことがこのような関係を生みだした原因と思われる。事実， 卸売物価統計の不採用品
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第1表各業種の相関表
(52) 非鉄
1 7 
6 2 
1 1 2 
7 13 1 
(6) 石油
10 
(32) 機械
2 
1 2 1 5 
2 6 2 1 
4 5 4 5 2 
(36) 
(21) 
(12) 
1 
(54) 
8 ， 
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鉄鋼 (30) 合計 (246) 
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2 1 24 
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（注）欄内およびカッコ内の数値は品目数。
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目17)は，食品が52品目中24品目，紙32品目中18品目， その他12品目中4品目と，いずれ
もその数が多い。しかもそれらの品目中の多くのものが， Csが高位で， C*200が低位と
第1図業種別相関図
C2ot 100 
石?~.
゜
50 
•＼疇
゜澪鉄
ジ化学
な械
Q製紙
???
??
?? 。
．
??
•繊維
?
50 100 
Ca 
（注）• は246品目について。 0 は，ウエイト 0を除く 168品目。
17)卸売物価指数の採用品目は， 「原則として取引額が総取引額の 1万分の 1(33億円）
をこえる品目」となっており， 一定規模以上の産業を抽出しようとする場合に，「不
採用品目」を控除するという手続きは一応妥当なものといいえよう。もっとも，同指
数は，「価格調査あるいは価格の比較が不可能などの理由」から， 船舶，菓子類など
若干の品目を別途に控除しているが，これが全体の相関々係に大きな影響を及ぽして
いるとは考えられない。
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いう関係をもっている。なお，この「不採用品目」を控除した相関々係（第1図の 0点）
をみると，食品，紙，その他の3業種では，いずれも，プロットが左上方向へかなりの程
度に移動する。
いずれにしても，上記の相関図からは，市場集中が高水準にあり，しかも巨大企業中心
の業種として鉄鋼，また，市場集中が低位で，非巨大企業性の業種として繊維がそれぞれ
典型例として抽出される。また，それ以外の諸業種は，この両極の中間にある，というこ
とになる。
なお，この業種間の関係について， CaとC*200の間の相関係数を求めると
R=0.482166 
と，かなり高い数値が算出される。しかし，このケースでは標本数がきわめて少なく，有
意水準は20%と必しも高くない。また，「不採用品目」を控除した場合には，
R=0.55670 
であり，その有意水準は10彩に上昇する。
次に，産業規模を考慮して， 一般集中と市場集中の相関々係をみるとどうか。その場
合，まず，先の CsとC100,C*100, C*200の間の強い相関々係にもかかわらず， Csが
高位で，しかも， C100,C*100, C*200が0もしくは低位であるような品目がかなりみら
れる（例えば， トマト・ケチャップは Cs=91.9で， C*2oo=O.Oである）ことが注目さ
れる。このことは，諸種の事惰から説明されうるが， とりわけ， 産業規模が小さい産業
（それは新産業である場合が多い）では， 少数の先行企業による高集中状態が生じやす
く，しかも，ビッグ・ビジネスの参入が遅れる， という事情が考慮される必要がある。
そこで，ひとまず， 先の卸売物価統計の不採用品目を抽出する (78品目）と， 39品目が
C100= 0 (C*200= 0は， 15品目に減ずる）であり， しかも，そのうち， Cs~80 の品目
は17品目 (C*200=0の場合は， 11品目）にのぽる18)。このことは， 産業規模が小であ
るということが上記の一般的関係の撹乱要因となりうることを示す。この78品目について
算出した相関係数は，
R (Cs, C100) =O. 19091 
R (Ca, C*100) =O. 29445 
18)なお， C*1oo=O,C*2oo=Oの品目の合計はそれぞれ， 75品目， 27品目。このうち
Cs~80 のケースは， 24品目， 10品目であり， 「不採用品目」 は巨大企業の未参入分
野で， しかも，生産集中度の高い品目の比重が高い。
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R (Ca, C*200) =O. 31151 
と比較的低くなる。もっとも，そのT検定の結果は，標本数が多いことにより，後2者で
は1彩水準で有意となる。
第2表 ウエイトづけした相関表
C200 * 10 
9゜87654321 
I 
゜゜ ゜゜ ゜
6.4 25.1 15.6 20.6 34.2 
(1.3) (4.2) (3.1) (5.2) (2.9) 
I 
゜゜ ゜゜ ゜゜
12.3 4.5 5.6 0.8 
(2.5) (1.5) (5.6) (0.8) 
I 
゜゜ ゜
1.0 7.5 7.6 19.8 0.5 0.7 2.6 
(1.0) (1.9) (2.5) (2.5) (0.5) (0.4) (1.3) 
I 
゜゜
1.8 2.2 51.0 2-6 9.1 
゜゜
2.4 
(1.8) (2.2) (5.1) (1.3) (1.8) (1.2) 
I 
2.9 
゜゜ ゜
27.1 1.4 1.8 4.8 
゜゜(1.5) (9.0) (1.4) (1.8) (2.4) I 0.9 8.4 
゜゜
1.3 3.0 1.5 5.8 
゜゜(1.3) (1.5) (0.9) (4.2) (1.5) (2.9) 
゜゜
0.9 2.2 2.0 1.~ 4.8 
゜゜ ゜） (0.9) (2.2) (0.7) (0.6) (4.8) 
゜
4.2 6.1 5.2 0.6 0.7 2.0 
(4.2) (2.0) (5.2) ゜(0.6) ゜゜ (0.7) (1.0) l 
゜
7.2 14.8 2.1 1.0 2.2 4.4 
゜゜ ゜(7.2) (3.7) (2.1) (1.0) -(0.7) (4.4) ， 20.5 27.0 
゜
2.9 4.4 0.2 1.4 2.6 2.6 1.5 
(3.4) (3.9) (1.5) (4.4) (0.2) (1.4) (2.6) (1.3) (0.8) 
10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 
Ca 
（注） 各マス内の数値は，当該品目のウエイトの合計。ただし，（ ）内は， 1品目当り
? ?
のウエイト。
では，これらの不採用品目以外についてはどうか。第2表は， CaとC*200の相関表に
各集中水準に該当する品目のウエイト合計および1品目当りのウエイトを記入したもので
あるが， これによると，一品目当りのウエイトは，右下， 左上部分とも相対的に低く．
一般に，斜行部分のウエイトが高い。このことからして，産業の成熟度が高く，その産業
の一国経済全体に占める比重が大きければ大きいほど，一般集中が市場集中により強く反
映する傾きがある，といえよう。そのことは，大企業を中心にした寡占体制の影響力の大
きさを表わしている。
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4. 一般集中と多角化
一般集中と多角化の関係については，これを企業の側，および，産業の側の両側面から
みることができる。企業の側からみると，多角化は，各企業の複数産業での事業活動の展
開としてとらえられるのに対し，産業の側からみたそれは，各産業に従事する諸企業が他
の産業に主要に従事していることにある。本節では，前節で用いた諸資料から導き出した
データに依拠し，この両側面からみた多角化の分析を試みる。
まず，企業側からみた多角化の程度については，第 3 表のA•B•C欄がその概観を与
える。これは，前出の製造業上位100社企業の参入産業数をカウントしたものであり，そ
こでの1社当り産業数は，複数産業での諸企業の活動という意味での多角化の程度を示す
ものである。これによると，対象企業95社は，対象品目246品目中221品目を生産してお
り，その延ぺ品目数は551(関係会社を含むと 700)にのぽる。これは1社当り 5.8(同上
7.4)品目に相当する。ただし，この表の 1社当たり品目数は，これを業種別にみると，例
えば鉄鋼の12.9(同上14.8)に対し，化学は4.6(同上6.5)と低く，必ずしも，各業種の
特性を反映した数値とはなっていない。ちなみに，ここに表わされた産業数は，東洋経済
新報社の前出の資料に掲げられている品目に限定されているため19), 業種によっては，
その数値が著しく過小評価される可能性がある。したがって，合計でみた先述の1社当り
品目数もまた，過小評価された数値であることを断っておく必要がある。
この表ではさらに， 各企業の従事する主要品目との関連の程度に応じて， 上記551品目
（あるいは700品目）を分類し，そのそれぞれについて上位100社企業の1産業1企業当た
りのシェアを出している。その場合の分類基準は，日本標準産業分類の4桁分類での同一
産業（以下， IVとする）， 3桁分類での同一産業 (Il), 2桁分類での同一産業 (II), 2 
桁分類での異産業 (I)の4つであり，これにより，諸品目間の関連性の程度（需給両面
での代替性の程度）を一応知ることができる。とくに，この分類において1Vで表示される
品目は，類似性が強く，実質的に，同一産業に属すると考えてよいケースである。もっと
も，この標準産業分類にも問題はあり，同表でも，例えば，鉄鋼業では，産業数でみてそ
のほとんどすべてが1Vに属し， Il,Iは皆無であるが，これは斯業での高度の垂直的統合
19)企業側からみた多角化の分析に生産集中度にかんする資料を用いることには， もとも
と無理がある。ここでは，後出の産業側からみた分析においてもつこの資料の有効性
に着目し，それと一貫性をもたせるために，この資料によっている。
34 
第
3表
企
業
側
か
ら
み
た
多
角
化
~
 
業
種
分
類
合
計
N
 
皿
II 
I
 
A
 
B
 
C
=
B
/
A
 
D
 
B
"
 
D4
, 
B
a
 
D
s
 
B
2
 
D
2
 
B
1
 
D
1
 
18
-1
9
食
品
7
 2
4 
(32
) 
3.
4 
(4
.6
) 
26
.9
(2
3.
8)
 
13 
(13
) 
39
.2
(4
0.
4)
 
8(
16
) 
14
.1
(1
3.
4)
 
3
 (3)
 
7.
5 
(7,
5) 
20
裁
維
3
 2
6 
(31
) 
8. 
7(
10
.3
) 
8.
6 
(8,
:9)
 
3
 (3
) 
6.
2 
(6
.2
) 
3
 (4)
 
7
 .8 
(6
.5
) 
8
 (8)
 
1.
7 
(1,
7) 
12 
(16
) 
13
.9
(1
3.
7)
 
24
 
紙・
パル
プ
4
 4
5 
(52
) 
11
.3
(1
3,
0)
 
17
.3
(1
6.
5)
 
28 
(28
) 
20
.3
(2
0.
5)
 
2
 (6)
 
13
.5
(1
3.
9)
 
15 
(18
) 
12
.1
(1
1.
2)
 
26
化
学
19 
85
(1
23
) 
4.
5 
(6
,5
) 
17
.8
(1
5.
9)
 
22 
(23
) 
27
.1
(2
6.
5)
 
14
(1
9)
 
13
.0
(1
3.
9)
 
39 
(60
) 
13
.7
(1
4.
0)
 
10 
(21
) 
20
.1
(1
1.
8)
 
27
石
油
4
 3
5 
(38
) 
8.
8 
(9
.5
) 
11
.4
(1
1.
1)
 
35 
(35
) 
11
.4
(1
1.
4)
 
，
 
(3
) 
(7 
.2)
 
28
ゴ
ム
1
1
 (4)
 
1.
0(
14
.0
) 
81
.4
(4
6.
 7)
 
1
 (1)
 
81
.4
(8
1.
4)
 
．
 (3)
 
(0
.5
) 
30
 
無粟
•土
石
5
 
9
 (9)
 
1.
8 
(1
.8
) 
27
.3
(2
7.
3)
 
7
 (7
) 
28
.6
(2
8.
6)
 
．
 2
 (2
) 
22
.7
(2
2.
7)
 
31
鉄
鋼
10 
13
4(
15
5)
 
13
.4
(1
5.
5)
 
15.
 7
(1
6.
2)
 
12
6(
13
7)
 
15
.9
(1
6.
6)
 
8
 (1
8) 
12
.3
(1
2.
9)
 
32
非
鉄
金
属
12 
40 
(77
) 
3.
3 
(6
.4
) 
16
.0
(1
3.
 7)
 
19 
(19
) 
19
.5
(1
9.
5)
 
11
(1
3)
 
19
.1
(1
8.
5)
 
2
 (18
) 
3.
4(
11
.4
) 
8
 (2
7) 
6.
7 
(8
.7
) 
34.
 
一
般
機
器
6
8
 (11
) 
1.3
 
(1
.8
) 
22
.6
(1
7 .
0) 
3
 (3
) 
32
.0
(3
2.
0)
 
1
 (3)
 
33
.0
(1
2.
0)
 
4
 (
5)
 
13
.0
(1
0.
9)
 
35
 
電
気
機
器
10 
49 
(61
) 
4.
9 
(6
.1
) 
14
.3
(1
3.
0)
 
16 
(16
) 
15
.0
(1
5.
3)
 
2
 (3)
 
12
.5
 
(9
.2
) 
20 
(23
) 
13
.1
(1
2.
0)
 
11 
(19
) 
15
,8
(1
2.
9)
 
36
 
輪
送
用
機
器
14 
78 
(94
) 
5.
6 
(6
.8
) 
17 
.2
(1
5.
 7)
 
55 
(56
) 
19
.4
(1
9.
4)
 
19 
(21
) 
12.
 7
(i
3.
o)
 
4
 (1
7) 
8.
0 
(7
.1
) 
＾
 
ロ
ff. 
95 
53
4(
68
7)
 
5.
6 
(7
.4
) 
16
.6
(1
5.
6)
 
3~
8(3
41)
 1
8.
8(
19
.0
) 
40
(6
1)
 
14
.5
(1
4.
0)
 
10
7(
15
4)
 
12
.1
(1
2.
1)
 
59 
(1
31
) 
13
.8
(1
0.
9)
 
?
?
?
?
?
?
?
?
A
は
，
当
該
業
種
を
そ
の
主
要
業
種
と
し
，
製
造
業
上
位
10
0
社
に
属
す
る
企
業
の
数
。
B
は
，
同
上
企
業
の
従
事
す
る
産
業
（
品
目
）
の
延
べ
数
。
C
は
，
同
上
企
業
の
1
社
当
り
産
業
数
。
D
は
，
同
上
企
業
の
従
事
産
業
に
つ
い
て
の
1
産
業
1
企
業
当
り
の
シ
ェ
ア
o
IV
は
，
当
該
企
業
の
生
産
す
る
主
要
品
目
と
当
該
品
目
と
が
日
本
標
準
産
業
分
類
の
4
桁
分
類
で
同
一
産
業
に
属
す
る
場
合
。
IlI
は
同
上
の
3
桁
分
類
で
同
一
産
業
。
II
は
，
同
上
の
2
桁
分
類
で
同
一
産
業
。
I
は
，
同
上
の
2
桁
分
類
で
異
産
業
。
（
）
内
は
，
製
造
業
上
位
10
0
社
の
関
係
会
社
を
含
む
。
な
お
，
複
数
の
上
位
10
0
社
企
業
の
共
同
支
配
下
に
あ
る
場
合
は
，
同
一
関
係
会
社
に
関
す
る
数
値
が
二
重
に
計
算
さ
れ
て
い
る
（
こ
の
ケ
ー
ス
は
，
1
産
業
の
み
）
。
E ヶ y ヽ •
E¢ ぷ＾ X に滞
瀬濫
器（
冷暉
）
?
?
146 闊西大學『経清論集」第27巻第2号
により，銑鉄，鋼塊から各種の鋼材に至る全品目が「製鋼圧延を行なう高炉による製鉄
業」（細分類番号3111)に含まれているためである。また，化学繊維（小分類番号264)に
ついても，これが中分類で化学工業に含まれているため，繊維業ではIの比重が相対的に
高く表われている。しかし．このような難点にもかかわらず，この分類は諸品目間の関連
性の程度を全業種にわたり一定の基準にもとづいて表示していることに利点がある。
この表について若干のコメントを付しておこう。まず全業種を合計した品目数において
IVが328品目と 6割余を占めている。前述のように鉄鋼業の同業種内諸品目がすべてIVに
分類されていることを考慮する必要があるとはいうものの，このことは，諸企業が依然と
して，基本的には，その主要生産品目（あるいはそれと密接に関連のある品目）の生産に
重点をおいていることを示している。ただし， 関係会社を含む品目数 (341品目）は，合
計の半分以下に減じており，関係会社支配が主に，親会社の主要生産品目以外の領域で行
われていることを知りうる。
また，主要品目以外の同業種内での多角化ではIプラス直が 147品目で， Iの59品目を
はるかに凌駕している。この点でとくにきわ立っているのは，化学，非鉄金属，電気機器
であるが．それは，それらの部門では，技術的関連性の強い多角化が行われていることに
よる。とはいえ．ここでも，関係会社を含む数値では， Iプラス頂が 215品目であるのに
対し• IVは131とその差が接近する。このことは，関係会社を利用した異業種への参入と
いう，今日の産業コンツェルンの多角化の1特徴を示すものである。
つぎに， 1産業1企業当りのシェアをみると，製造業上位100社は， 自己の参入して
いる諸産業で平均16.6彩と，かなり高いシェアを占めている。これを産業分類別にみる
と,IV, il, I, Iは，それぞれ， 18.8彩， 14.5彩， 12.1彩， 13.8彩であり， IVがやや高
ぃ。すなわち，各企業の参入諸産業でのシェアは，一般的に，その主要産業で相対的に高
水準にある。しかし，それらの数値は，いずれも10彩台に達しており，他業種への参入の
場合 (I)でも， 13.8彩にのぽることが注目される。
ところで， 1産業1企業当りシェアについて， これを上位100社のみでみた場合とそ
れにその関係会社を含めた場合とで比較すると，全体として両者の間にほとんど差はな
い。この両者の間には，関係会社が親会社と同一品目を生産している場合には，後者が相
対的に大となり，関係会社が親会社の未参入産業に低いシェアで参入した場合には，前者
の方が大となる，という関係がある。したがって，上記のように両者にほとんど差がない
ということからすれば，ここにみた関係は互いに相殺される傾向にあるといえよう。もっ
とも，わずかとはいえ，全体としては後者がやや高くなるのに対し• IVでは前者が幾分高
36 
第
4表
産
業
側
か
ら
み
た
多
角
化
3
7
 
諸の~属
する業種類
、．
A
 
口
計
N
 
m
 
II 
＇ 
I
 
A
 
B
 C
=
B
/
A
 
TI 
E
・・
B4
 
E4
 
Bs
 
Ea
 
B2
. 
Ea
 
B1
 
D1
 
E1
 
18
-1
9
食
品
30
 
32
 
1.
1 
23
. も
25
.0
 
13
 
17
.0
 
(1
も
3.
 も
3
 
0.
7 
(2
も
13
. も
3.
6 
(5
4)
 
(1
.8
) 
(1
7.
 
(3
1.
 9
) 
(1
3)
 
(1
7 
.6
) 
(
7
.
 
(
3
)
 
(0
.7
) 
(
8
.
 
(6
.5
) 
20
繊
維
14
 
2.
3・
 
4.
0 
9.
3 
3
 
2.
6 
3
 
3.
9 
8
 
2.
3 
6
 (
15
) 
(2
.5
) 
(3
.9
) 
(9
.7
) 
(3
')
 
(2
.6
) 
(
4
)
 
(4
.3
) 
(
8
)
 
(2
.3
) 
24
 
紙
27
 
（為
1.
7 
17
.2
 
28
.7
 
28
 
21
.1
 
2
 
1.
0 
15
 
6.
7 
(
8
)
 
(9
.0
) 
(2
.7
) 
(2
.2
) 
(1
5.
5)
 
(3
4.
5)
 
(2
8)
 
(2
1.
2)
 
(
6
)
 
(3
.1
) 
(1
8)
 
(7
.5
) 
26
化
平子
33
 
97
 
2.
9 
16
.1
 
47
.4
 
22
 
18
.1
 
14
 
5.
5 
39
 
16
.2
 
品
11
.5
 
7.
7 
(1
38
) 
(4
;.
2)
 
(1
5.
2)
 
(6
3.
 7)
 
(2
3)
 
(1
8.
5)
 
(1
9)
 
(8
.0
) 
(6
0)
 
(2
5.
4)
 
(1
0.
8)
 
(1
1.
7)
 
27
石
油
12
 
35
 
2.
9 
11
.4
 
33
.5
 
35
 
33
.5
 
(3
5)
 
(2
.9
) 
(1
1.
4)
 
(3
3.
5)
 
(3
5)
 
(3
3.
5)
 
28
ゴ
ム
1
 
1.
0 
81
.4
 
81
.4
 
1
 
81
.4
 
(
3
)
 
(6
.2
) 
(1
8.
 7
) 
1
 (
4
)
 
(4
.0
) 
(2
5.
0)
 
(1
00
.0
) 
(
1
)
 
(8
1.
4)
 
30
窯
業
・
土
石
8
 
2.
7 
26
.0
 
69
:2
 
7
 
66
.7
 
1
 
7.
4 
2.
5 
3
 (
8
)
 
(2
. 
7)
 
(2
6.
0)
 
(6
9.
2)
 
(
7
)
 
(6
6.
 7
) 
(
1
)
 
(7
.4
) 
(2
.5
) 
31
鉄
鋼
30
 
12
6 
4.
2 
15
.9
 
66
.8
 
12
6 
66
.6
 
(
8
)
 
(6
.9
) 
(
1
.
 7)
 
(1
45
) 
(4
.8
) 
(1
6.
1)
 
(7
7.
6)
 
(1
37
) 
(7
5.
7)
 
32
非
鉄
金
属
18
 
48
 
2.
7 
16
.2
 
43
.2
 
19
 
17
.7
 
11
 
11
.7
 
2
 
0.
3 
16
 
15
.1
 
13
.5
 
(7
5)
 
(4
.2
) 
(1
5.
8)
 
(6
5.
 7)
 
(1
9)
 
(1
7.
7)
 
(1
3)
 
(1
3.
4)
 
(1
8)
 
(1
3.
8)
 
(2
5)
 
(1
5.
0)
 
(2
0.
8)
 
33
金
属
製
品
3
 (
10
) 
(3.
3~
 
(8
.7
) 
(2
9.
1)
 
(1
0)
 
(8
.7
) 
(2
9.
1)
 
34
一
般
機
器
7
 
0.
9 
24
.1
 
21
.1
 
3
 
12
.0
 
1
 
4.
1 
3
 
13
.3
 
5.
0 
8
 (
15
) 
(1
.9
) 
(1
. 
7)
 
(2
5.
0)
 
(
3
)
 
(J
.2
.0
) 
(
3
)
 
(4
.5
) 
(
9
)
 
(7
.6
) 
(8
.5
) 
35
電
気
機
器
10
. 
38
 
3.
8 
13
.9
 
52
.9
 
16
 
24
.1
 
2
 
2.
5 
20
 
26
.3
 
(
3
)
 
(4
.3
) 
(1
.3
) 
(4
5)
 
(4
.5
) 
(1
2.
5)
 
(5
6.
1)
 
(1
6)
 
(2
4.
4)
 
(
3
)
 
(2
.8
) 
(2
3)
 
(2
7 
.6
) 
36
輪
送
用
機
器
19
 
晶
4.
6 
16
.9
 
11
.6
 
55
 
55
.0
 
dも
12
.6
 
13
 
14
. も
10
.0
 
(5
.3
) 
(1
5.
8)
 
(8
4.
1)
 
(5
6)
 
(5
6.
0)
 
(1
4.
6)
 
(2
4)
 
(1
0.
 
(1
3.
5)
 
そ
の
他
4
 (
6
)
 
(1
.5
) 
(1
5.
5)
 
(2
3.
2)
 
~
 
(
6
)
 
(1
5.
5)
 
(2
3.
2)
 
＾
 
ロ
計
20
4 
53
8 
2:
6 
16
.5
 
43
.4
 
32
8 
30
.2
 
40
 
2.
8 
10
7 
6.
3 
63
 
13
.3
 
4.
1 
(,
71
1)
 
(3
.5
) 
(1
4.
1)
 
(4
9.
2)
 
(3
41
) 
(3
1.
8)
 
(6
1)
 
(4
.2
) 
(1
54
) 
(9
.1
) 
(1
55
) 
(1
0.
5)
 
(8
.0
) 
E ぷ‘
ヽ
•E
.
もヤ xr 蹄瀬
濫捧
（冷
瞭）
?
?
148 闊西大學『継清論集』第27巻第2号
（注） 1. Aは，当該業種に属し，上位100社の従事する産業の数。
2. Bは，同上産業の延べ数（例えば， 1産業に3社が従事する場合は3)。
3. Cは， 1産業当り企業数。
4. Dは， 1産業1企業当りのシェア。但し, D4, Da, D2は第3表の場合と
同一。
5. IV, Il, I, Iおよび（ ）は，第3表，注5.6.7.8. 9. と同じ。
6. Eは，当該産業での上位100企業の累積シェアo
7. 上位100社には，製造業上位100社のほか，非金融業上位100社内の非製造
業企業を含む。
く，そのことからして，各企業の主要生産品目については，巨大企業が既存の市場支配力
を補強する方向で関係会社支配を行なう傾向がある，ということは否めない。
産業側からみた多角化の現状はどうか。これについては，第4表および第5表の検討が
その含意を示す。まず第4表は，それぞれの業種に属する諸産業（品目）に従事する企業
が，その品目とどの程度関連性のある品目をその主要生産品目としているか，ということ
を表示している。その場合，同表では第3表と異なり，非製造業巨大企業の製造業への参
入をも考慮にいれている。
これによると，合計欄の延べ品目数では，全体の 6割余がIVに属するとともに，この割
合が関係会社を含む場合には5割未満に減ずること， IプラスIlとIVの比較では，前者が
優位を占めること，ただし，この点についても，関係会社を含むと， IVの比重がかなり大
きくなること，これらの諸点では，企業側からみた場合とほぽ同一の結果が出る。また，
1産業1企業当りのシェアについても， IV,Il, Iは，第3表と同一であり， Iもその数
値は第3表の場合とほとんど異ならない。 1では，非製造業巨大企業の参入の程度により
合計値が変化するほかに，業種別でも，その業種が参入側にあるか，被参入側にあるかに
よってその数値が変わりうるけれども，算出結果によれば，それらの効果はネグリジブル
であるといいうる。
これに対し， 1産業当りの参入巨大企業数 (C)は，平均2.6(関係会社を含み， 3.5)
社と少数である。しかも，この少数企業は，各品目でのその累積シェアで43.2彩(52.1%)
と高いシェアを占めている。このことは，巨大企業がおもに，高集中寡占品目に従事して
いる，という先の分析結果に対応するものである。同表でも，鉄鋼，化学，非鉄金属，電
気機器，輸送用機器，窯業・土石といった諸品目が，その累積シェアの高さにもかかわら
ず， 1産業当り企業数は比較的少ないが，これは巨大企業性品目での高集中寡占の状態を
示すものである。なお，他方では，食品，繊維，金属製品，紙，一般機器の諸品目は，累
積シェアが30彩未満（関係会社を含めても35彩未満）であるが，これらの品目では，巨大
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企業が部分的にしか参入していないということにより，高集中寡占業種と同じ<., 1産業
当りの参入巨大企業数が少なくなっている。
この累積シェアを産業分類との関連でみたものが，同表の E4,Ea, E2, E1である。
これは，当該産業での巨大企業のシェアを当該品目と参入企業の主要品目との関連性の強
弱に応じてみたものであり，いわば， これらを合算した E=び100が産業別の一般集中
度， E1は水平的集中度， Ea,E2, E1は，多角的集中度（凝集的集中度ないしは垂直的集
中度）とみなしうる20)。これによると， E4=30.2彩 (31.8%)に対し， Ea+E2=9.1彩
(13.3彩）， E1=3.9彩 (7.0形）であり，一般集中度の主要構成部分はやはり，水平的集中
度によって占められている。しかし，多角的集中度も，合わせて13.0彩 (20.3彩）に達し，
異業種からの参入のケースに限定しても関係会社を含むと 7.0%にのぼる。もっとも，こ
の関係は業種によって著しく異なる。つまり，鉄鋼業や窯業・土石業においては， Wがそ
れぞれ66.6彩(75.7彩）， 66.7彩を占める一方，化学，非鉄金属では，それぞれWの18.1彩
(18. 5彩）， 17.7彩に対し， Ill+IIが21,7彩 (33.4光）， 12.0%(27.2彩）， Iが7.7彩(11.7 
彩）， 13.5% (20. 8%)を占め，高い多角的集中度を示している。また， 電気機器では，
Wの24.1彩 (24.4彩）に対し， II+Illが28.8%(30.4形）であり，同一業種内での多角化
の進展にその特徴がある。産業別一般集中度の低いケースでは，食品と一般機器がそれぞ
れ， Wの17.0% (17. 6彩）， 12.0彩に対し， Ill+IIが4.5彩 (7.8彩）， 4.1彩 (4.5%), I 
が3.6彩 (6.5彩）， 5.0彩 (8.5彩）であり，異業種からの参入を含む多角化の度合いが大
である。
なお，この累積集中度のIl,I, Iのいずれかが25形をこえる多角化品目21)の数は，
第5表のように，合計で， Ill+IIが36品目 (50彩以上は16品目）， Iが17品目（同上， 4
品目）である。業種別では， Ill+IIについては，化学の13(7)品目，非鉄の8(4)品
目が多く， Iについては，輸送用機器の5(2)品目が目立つ22)。また，それぞれの桁
数分類について，延べ品目数と累積シェアの高い品目数とをくらべると，全体として，当
該品目と参入企業の主要生産品目との関連性が稀薄になるほど，その差が大きくなる。と
20)このような集中度の算出例についても，プレアの前出書において見出しうる (J.M.
Blair, op. cit., pp. 55~57)。プレアは，これらの指標のうち Ea,E2,E1に相当する
ものを疑集的集中度と呼んでいる。
21)関係会社を含む。なお， 2以上の桁数分類で25%以上となる場合は，その品目を高い
方の桁数分類に属するものとした。
22)輸送用機器への他業種からの大規模な参入はいずれも，鉄道・車両製造業において行
われており，参入企業は電気機器業および鉄道業に属する。
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第5表多角化品目の数
五 ム口 贅t N 皿 I I ゜A B a4, b"' 83 b3 a2 b2 a1 bi bo C d 
18-19食 品 54 53 13 10 16 3 3 1 22 ・2 0 15 22 
20 繊 維 15 7 3 ゜.4 ゜8 I ゜゜゜6 ゜24 紙・パルプ 60 32 28 8 6 1 8 4 8 ゜2 12 5 26 化 子巫 138 34 23 11 19 3 60 IO 36 2 2 3 3 
27 石 油 35 12 35 11 ゜゜゜0 - ゜゜1. ゜28 ゴ ム 4 1 1 1 ゜゜゜゜3 ゜゜゜゜30 窯業・土石 8 3 7 3 ゜゜゜゜1 ゜゜゜゜31 鉄 鋼 145 30 137 28 ゜゜゜゜8 ゜゜2 ゜32 非鉄金属 75 18 19 5 13 4 18 4 25 3 2 ゜゜33 金属製品 10 3 ゜゜゜゜゜0 10 3 ゜゜゜34 一般機器 15 ， 3 2 ゜・O 3 1 
， 1゜4 1 35 電気機器 45 13 16 5 3 1 23 2 3 ゜゜2 3 36 輸送用機器 101 18 56 13 ゜0 21 0 24 5 ゜゜゜そ の 他 6 12 ゜゜゜゜゜1 6 1 ゜3 7 ムロ 計 711 246 341 97 61 12 154 24 155 17 6 48 42 
（注） 1. a4, …. ,a1は，それぞれの桁数分類での産業の延べ数。 A=a4+… +a1 
で，第4表の注2と同じ。
2. b4, ba, b2, b1は，それぞれの桁数分類の100社企業の累積シェアが， 25%
以上の場合の産業数。但し， 2以上の桁数分類で25%以上となる場合は，そ
の産業をより高いシェアを示す桁数分類に属するものとした。 boは，一定の
桁数分類では25%未満であるにもかかわらず，上位100社の累積シェアが25
％以上である場合の産業数。
3. Bは，産業数。 B=b4+bs+b2+b1+bo+ (c+cl)。但し， C は， 25>び100
>o, dは， 01'100=0の場合の産業数。 Bは，製造業品目総数を示す。
4. 第4表，注7参照。
くに，異業種からの参入のケース (I)では，合計欄の延べ数が155品目である一方，上
記のようにそのシェアが25%以上の品目は17品目にすぎず，巨大企業の参入は部分的なも
のにとどまっている。
5. 多角化と市場集中
前節では，諸産業での少数巨大企業への多角的集中の実態を示した。ここでは，この多
角的集中度と諸産業の上位3社生産集中度の関係を検討することにより，多角化業種での
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巨大企業の市業支配力の強度を調べる。
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第6表では，前節で用いた標準産業分類による多角化指標に依拠し，対象品目を11タイ
プに分け， そのそれぞれについて， 上位3社生産集中度の平均値を示した。 これによる
と， A,C, E, Gの諸ケース，つまり C*100(N), C*100 (皿）， C*100(II), び100
(I)のそれぞれが50形以上であるケースでは， Caの平均はいずれも， 70%台の高い値
を示し， それらの平均値相互間には有意差はみられない。一方， C*100 (N), C*100 
(!Il), C*100 (II), C*100 (I)のそれぞれが25彩~50彩の間にある B,D, F, Hの
ケー スでも， Csの各平均値は50形台の水準で並び，この場合も，それら相互間には有意差
はない。このことからみるかぎり，多角化業種と非多角化業種の間には，巨大企業の参入
度合いを一定とすれば，市場集中の程度には差が見出せないといえよう。ここでは，多角
化業種においても，非多角化業種と同様，巨大企業の参入度合いが大であればあるほど，
市場集中度が高くなっていること，すなわち，巨大企業中心の多角化が寡占的多角化とし
ての性格をもつことが注目される。
だが，この表において注目すべきもう 1つの点は， J(C*100;;:;;2s),JC2s>C*100)の平
均値がそれぞれ， 42.0形， 47.2形と低く，逆に， K(C*1oo=O) の場合には，それが62.6
形とかなり高くなっていることである。 ところで， I,Jの両ケースについて，第5表に
よりその延べ品目数を調べると，前者はWが2, 皿が4, Iが0, Iが7であり，後者で
はWが20,liが13, Iが23, Iが32である。つまり，この両品目では，多角化品目が多数
をしめている。したがって，多角化業種については，当該品目に従事する諸巨大企業の主
要生産品目が当該品目との関連性の程度において多様である場合（巨大企業の参入度合い
が比較的高いとしても， それらの企業の主要生産品目が企業によって， N, !Il, I, I 
のそれぞれに異って分類されうる場合）， もしくは， 巨大企業の参入が部分的である場合
には，その市場集中は相対的に低位であるといいうる。これらのケースは，巨大企業の多
角化による参入がまだ部分的である（多角化形態が多様である，ということも，その多角
化による参入が末定着であることを示すと考えうる）場合には，多角化が比較的低位の市
場集中と対応していることを示すものであろう。もっとも，このようにいうことは，この
ような場合においても，多角化に固有の市場力が存在しうる，ということを否定するもの
ではない。このことは，本稿の冒頭部分でも触れたところである。
また， Kのケースでの市場集中の平均値が相対的に高くなっているが，これは，巨大企
業の未参入分野には，新産業を中心とした小規模産業が多く存在し，それらの産業の高位
の市場集中がこのケースでの平均集中度を引き上げたと考えられる。しかし，いずれにし
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ても，非巨大企業分野の諸品目の生産集中度の平均値が， 巨大企業の参入分野のうちの
A, C, E, Gの諸ケースを除くすべてのケースにくらべ，高い数値を示すことは興味深
い点である。
6. むすび
産業別一般集中度， ないしは多角的集中度といったプレアの分析で用いられた指標
は23), それらが産業側からみた指標であるという点で． 一般集中と市場集中， 多角化の
相互関係の分析にきわめて有用であると思われる。本稿は．その方向での分析の一試論に
すぎず，より全面的，系統的な分析は今後の研究課題として残される。また，冒頭で関説
した一般集中と市場集中，および多角化と市場支配力の相互関係についての考察も，さら
に検討の必要があることはいうまでもない。とはいえ，本稿の限られた分析からしても，
上記の諸関係がわが国の産業組織においても重要な意味をもっていること，したがってま
た，その点にかんする一層の研究が望まれる，ということだけは言えよう。
最後に，本稿の分析結果の要点を再掲しておこう。まず第1に，一般集中が構造分析で
みる限り，市場集中と強い相関関係をもつこと．とりわけ大規模産業ほど．この関係がは
つきりとあらわれることである。このことは，一般集中が市場集中に「反映」する傾向を
もつこと，および，この「反映」関係が産業規模との関係においてとくにいいうることを
示している。
また，産業別にみた大企業の累積シェア（産業別一般集中度）は．関係会社を含む数値
では，平均50彩余に達するが，このうち凝集的集中度は約20.%(同一業種約13彩，異業種
約7.%)である。このことは，多角化が巨大企業の産業支配においてもつ意義を如実に示
している。しかも，巨大企業が多角化による参入を広汎に行なっている産業では，巨大企
業性の非多角化業種と同様，高度の市場集中状態にある。この寡占的多角化のもつ意味を
検討することは，わが国の産業組織の分析においても重要な位置を占めることは疑いの余
地がない。
23)それらの集中度指標の名称は，前述のように，必ずしも，プレアによっているわけで
はない。
＊本稿の分析で用いられた諸算出結果のいくつかについて，関西大学工業技術院の竹内
健吾氏の協力を得た。紙面を借り，同氏に謝意を表する。
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